
【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

81.3% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

管理等を依頼できる人員が地域にいないため。 46.8% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 63 0 0.0% 運営業務を委託できる団体がないため。 9

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 22 15 68.2% 指定管理委託料が少額のため、応募が見込めない。需要が少なく
老朽化している施設は今後のあり方を検討しているため。

0 68.1% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 90.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 1 50.0% 指定管理者制度を導入することでコスト増が見込まれるた
め。

0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

52.1% 48.2%

文化会館 6 6 100.0% 0 80.7%

28.0%

公民館、市民会館 175 24 13.7% 指定管理者制度を導入することでコスト増が見込まれるため。設置地域の住民が優先
して利用し、住民と協働・連携して管理運営すべき施設であるため。 46 指定管理者制度を導入すると、コスト増が見込まれるうえ、当該施設は、設置地域の住民が優先して利用する施設であり、地域の実情

に精通した者がニーズに即した事業を展開しやすくするためには直営にすべきと考える。 16.4%

51.1%

策定予定時期

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

21 4 19.0% 指定管理者制度を導入することでコスト増が見込まれるため。専門
学芸員の確保が指定管理者では困難であるため。

12 施設の事業内容等から直営で運営すべき施設であり、使用料徴収等の業務が発生するため、配置している。

米百俵のまち長岡の図書館として長岡らしい選書や蔵書構成が指定管理者ではできないこと、中央図書館所蔵の地域
ゆかりの貴重資料などの管理・活用及び継続的な収集やレファレンスが、指定管理者では難しいため。 20.6% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 9 7 77.8% 直営で運営すべき施設であるため。また、指定管理料が少額にな

るため応募が見込めないため。 2

20.4%

大規模霊園、斎場等 6 6 100.0% 0 29.2% 22.0%

駐車場 3 3 100.0% 0 47.7% 38.0%

公営住宅 53 0 0.0%
入居者決定、家賃決定など市の固有業務の範囲が広く、また、懇
切丁寧な対応のためには、入居相談から入居決定までの手続きの
一体性の確保も必要との観点から、民間に委ねられる業務が限定
的であると判断されるため

0 33.3% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 66.7% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 3 0 0.0% 職員（管理員）による直営管理及び業者委託による管理に
より、効率的な管理が実施されているため。

0 37.5% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 46.2% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 10 10 100.0% 0 77.1% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 3 2 66.7%

13.2%

79.2% 87.8%

指定管理者制度を導入することでコスト増が見込まれるた
め。

0 63.0% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

3 3 100.0% 0 84.8% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

4 4 100.0% 0

50.0%

6.3% 28.1%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 4 4 100.0% 0 69.7% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

35 27 77.1%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド
12 52.2%

地域住民が自主運営をしている。コスト増が見込まれる。老朽化の
ため、存続を含めて検討しているなどの理由から、直営で運営すべ
き施設である。

2 ○
自治体クラウド 平成27年度

コスト増が見込まれる。整備中であるためなどの理由から直営で運
営すべき施設である。

自治体クラウドへの移行時期

50.8% 46.9%

○ 業務改革効果 ○
※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 96.4% 96.2% 取組状況

0

指定管理者制度を導入することでコスト増が見込まれるため、直営で運営する施設であり、使用料徴収
等の業務が発生するため配置している。

52.0% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 23

ホームページ作成・運営 　 100.0% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 他自治体の状況等を参考にしながら、学校現場に適した対応方針を検討していく。 22.2% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 100.0% 96.9%

50.0% 12.5%
○ ○ ○ ○ ○ 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 96.3% 91.2%

委託率
実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 84.4% 68.3%

一般ごみ収集 　 100.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 81.3% 88.1%

し尿収集 　 96.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 93.5% 94.2%

○ 業務改革効果 ○
31.3% 75.0% 12.7%

案内・受付 　 100.0% 91.2% 取組状況

委託有

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置済 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152021 新潟県 長岡市 施行時特例市

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

93.3% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

業務委託等を行うことで必ずしもコスト削減が見込まれないため、自治体職員の配置が適当である。 22.5% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 21 2 9.5% 指定管理によるコスト削減が見込まれないことから、検討
をしていないため

17

作成済 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成30年度

50.5%

福祉・保健センター 4 2 50.0% 直営で対応可能と判断し、それに応じた体制を講じている
ため

0 53.5% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 43.1%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 2 100.0% 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

50.0% 48.2%

文化会館 0 0 0 56.6%

28.0%

公民館、市民会館 15 2 13.3% 地域からの要望により、検討することとしているが、要望が
ないため

7 直営での管理となるため、自治体職員を配置している。 27.8%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
3 3 100.0% 0

17.2% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 5 5 100.0% 0

28.8%

大規模霊園、斎場等 1 1 100.0% 0 25.9% 22.0%

駐車場 0 0 0 32.2% 38.0%

公営住宅 8 0 0.0% 生活困窮者やDV被害者等への対応が難しいため 0 8.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 87.5% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 4 3 75.0% 指定管理者の応募が見込めないため 0 49.0% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 70.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 4 4 100.0% 0 100.0% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0%

13.2%

84.5% 87.8%

0 64.6% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

4 4 100.0% 0 84.3% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

26.7%

22.2% 33.3%

海水浴場 0 0 0

全国

プール 1 1 100.0% 0 69.1% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

11 7 63.6%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期
自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 平成29年11月
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド7 87.5% 市庁舎と一体として直営で管理すべき施設と捉えているた
め。

1 ○
自治体クラウド 平成26年度

・一部事務組合のため
・下水用地を一時的に野球場として利用しているため
・利用者が少なく指定管理者の収益が見込めないため
・改修も含めて検討中

自治体クラウドへの移行時期

58.5% 46.9%

○ 業務改革効果 ○
※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 94.9% 96.2% 取組状況

0

直営での管理となるため、自治体職員を配置している。 58.3% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 8

ホームページ作成・運営 　 97.1% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 学校用務員事務については、業務内容等を勘案し、現状においては、民間委託を行う予定はない。 32.3% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 100.0% 96.9%

43.3% 2.2%
○ 0 ○ 0 ○ 0 ○ 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 94.8% 91.2%

委託率
実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 73.3% 68.3%

一般ごみ収集 　 96.4% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 90.1% 88.1%

し尿収集 　 95.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 93.5% 94.2%

○ 業務改革効果 ○
15.6% 24.4% 12.7%

案内・受付 　 91.8% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置済 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152048 新潟県 三条市 都市　Ⅱ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

93.3% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

民間委託を進めている。 22.5% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 22 0 0.0% 民間委託を進めており、導入は検討していない。 14

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 13 6 46.2% 職員の常駐や委託により管理運営されており、導入は検討
していない。

1 健診や相談業務を行う施設であり、専門職（保健師・管理栄養士）の常駐が必要なため 53.5% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 43.1%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

50.0% 48.2%

文化会館 3 3 100.0% 0 56.6%

28.0%

公民館、市民会館 33 31 93.9% 未導入の施設については、教育委員会の執務室があり、職員が常
駐しているため、指定管理者制度は導入しない。

1 未導入の施設については、教育委員会の執務室があり、職員が常駐しているため、指定管理者制度は
導入しない。

27.8%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
7 5 71.4% 以前、指定管理者制度を導入していたが、施設の在り方を見直し、

直営で運営すべきとした。
1 以前、指定管理者制度を導入していたが、施設の在り方を見直し、直営で運営すべきとした。

教育及び文化の発展に寄与する施設として、直営で運営すべきと考えている。 17.2% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 0 0.0% 利用の平等性・公平性といった高度な中立性や、厳格な個人情報
管理の確保が求められる。

1

28.8%

大規模霊園、斎場等 2 0 0.0% 清掃、警備等の部分的業務委託で十分に対応でき、民間ノウハウ
を包括的な施設管理に活用する余地がない。

0 25.9% 22.0%

駐車場 1 1 100.0% 0 32.2% 38.0%

公営住宅 9 0 0.0% 利用の平等性・公平性といった高度な中立性や、厳格な個人情報
管理の確保が求められるため

0 8.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 87.5% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 4 1 25.0% 清掃・警備等の部分的業務委託で十分に対応でき、民間ノウハウ
を包括的な施設管理に活用する余地がない。

0 49.0% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 70.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 2 2 100.0% 0 100.0% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

84.5% 87.8%

0 64.6% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 0 84.3% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

4 4 100.0% 0

26.7%

22.2% 33.3%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 2 2 100.0% 0 69.1% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

12 10 83.3%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド4 100.0% 0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

未導入の施設は特定地域の住民が主な利用者であり、直
営で運営すべきと考えている。

自治体クラウドへの移行時期

平成35年度
58.5% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 94.9% 96.2% 取組状況

0

58.3% 39.2%

単独クラウド 平成23年度
体育館 4

ホームページ作成・運営 　 97.1% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 　 32.3% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 100.0% 96.9%

43.3% 2.2%
○ 0 ○ 0 ○ 0 0 ○

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 94.8% 91.2%

委託率
実施済 委託有 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 73.3% 68.3%

一般ごみ収集 　 96.4% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 90.1% 88.1%

し尿収集 ○ 収集量の減少及び市周辺が主な収集箇所であることから業務委託は困難であり、今後も直営で行う。 95.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 93.5% 94.2%

業務改革効果 15.6% 24.4% 12.7%
案内・受付 　 91.8% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定 予定時期 平成32年度 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152056 新潟県 柏崎市 都市　Ⅱ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

93.3% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

児童クラブ、児童館等の統括業務を行っている。 22.5% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 22 0 0.0% 直営がコスト的に最適の状況がある。 22

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 3 3 100.0% 0 53.5% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 43.1%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0% 他市の類似施設の導入状況や地域住民を優先雇用するという方針
から直営としている。

1

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

施設の管理運営と利用者の対応に常駐職員が必要なため。 50.0% 48.2%

文化会館 1 0 0.0%
指定管理者制度導入は現時点では適切でないと考えられる。今後
の施設・設備の大規模改修の推移を踏まえ、適時に同制度導入を
再検討する。

1 現時点では直営で運営すべき施設であると考える。 56.6%

28.0%

公民館、市民会館 9 0 0.0% コスト増が見込まれるため。 5 地域住民に生涯学習の機会と場の提供を行う公民館は、住民と触れ合う機会が多く、公民館利用団体
主体となって行う「文化・芸術祭」もあるため、自治体職員の常駐が望ましい。

27.8%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
0 0 0

安定した運営を行うためには、契約期間や条件により管理者が変わる委託は馴染まない。指定管理を導入した場合、業務のノウハウ
の喪失や専門性を持った人材育成が困難になり、市民サービスの低下を招く恐れがある。 17.2% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 5 0 0.0% 直営で運営すべき施設であるため。 5

28.8%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 25.9% 22.0%

駐車場 3 0 0.0% コスト増が見込まれる。 0 32.2% 38.0%

公営住宅 5 0 0.0% 指定管理の必要性が不明確のため。 0 8.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 87.5% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 49.0% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 70.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 2 0 0.0% 豪雪地帯に位置し通年営業ができない点などから、民間事業者に

事業を委ねたとしても、経費削減が見込めないため。
1 地元住民の就労場所確保のため、臨時職員として雇用し、常駐で配置している。 100.0% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

84.5% 87.8%

0 64.6% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 1 50.0% これまでの施設管理の経緯と設備の特殊性を考慮すると
直営で管理していくことが妥当である。

1 設備の特殊性を考慮すると職員で管理することが妥当である。 84.3% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

26.7%

22.2% 33.3%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 1 0 0.0% 対象となる団体の受け入れ体制が整っていないため。 0 69.1% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

19 1 5.3%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 利用頻度が少ないため、指定管理者を導入することで無駄なコスト
増が見込まれる。

0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

コスト増が見込まれる。導入予定なし。

自治体クラウドへの移行時期

平成38年度
58.5% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 94.9% 96.2% 取組状況

0

58.3% 39.2%

単独クラウド 平成26年度
体育館 4

ホームページ作成・運営 　 97.1% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 今後も直営かつ専任職員で行っていく。 32.3% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 100.0% 96.9%

43.3% 2.2%
○ 0 ○ ○ ○ ○ ○ 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 94.8% 91.2%

委託率
実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 73.3% 68.3%

一般ごみ収集 　 96.4% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 90.1% 88.1%

し尿収集 　 95.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 93.5% 94.2%

業務改革効果 15.6% 24.4% 12.7%
案内・受付 　 91.8% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置済 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152064 新潟県 新発田市 都市　Ⅱ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

92.5% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 11.7% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 0 0 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 1 1 100.0% 0 45.1% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 1 1 100.0% 0 65.2%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0% 観光・交流の拠点としてリニューアルした施設であり、当面
は直営で運営を行う。

1

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

交流人口を増やすための施策を実施しており、自治体職員による管理が適当。 54.0% 48.2%

文化会館 0 0 0 46.8%

28.0%

公民館、市民会館 8 6 75.0% 文化・学術の振興を推進する役割を担っており。直営での
運営が適当であるため。

2 生涯学習推進のための拠点として各種講座等の事業を実施しており、自治体職員による管理が適当。 22.1%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
0 0 0

施設整備後の運営については整備内容に合わせて今後検討する。 12.6% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 0 0.0% 今後、民間主導による図書館整備を予定しており、現在の
図書館は当面は直営で運営する。

1

26.8%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 業務委託により運営が行われている。 0 12.9% 22.0%

駐車場 1 1 100.0% 0 18.8% 38.0%

公営住宅 16 0 0.0% 福祉政策の面から、直営による管理が適当であるため。 0 7.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 1 0 0.0% 1 職員が常駐しているが、体育施設と一体の施設であり、体育施設管理が主業務となっている。 29.2% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 100.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 0 0 0 65.6% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0%

13.2%

90.9% 87.8%

0 90.9% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 0 72.7% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

9.1%

25.4% 43.3%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 1 0 0.0% 総合体育館に併設されており、現状では直営で運営すべき

と考えているため。
1 生涯学習課事務室のある総合体育館に併設されていることから、常駐職員による管理が効率的であ

る。
54.6% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

5 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド1 25.0% 現状では直営で運営すべきと考えているため。 3 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

現状では直営で運営すべきと考えているため。

自治体クラウドへの移行時期

使用料徴収等の業務があるため臨時職員が常駐している。 43.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 98.2% 96.2% 取組状況

1

総合体育館は生涯学習課の事務室があるため職員が常駐している。
他の施設は、使用料徴収等の業務があるため臨時職員が常駐している。

35.5% 39.2%

単独クラウド 平成28年度
体育館 4

ホームページ作成・運営 　 94.5% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 退職者不補充による合理化を行っており、今後の職員減を見据えながら適切な運営方法を調査検討する。 29.4% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 98.4% 96.9%

28.4% 4.5%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 91.7% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 63.6% 68.3%

一般ごみ収集 　 94.9% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 89.5% 88.1%

し尿収集 　 93.9% 97.9%

22.4%
電話交換 　 96.9% 94.2%

業務改革効果 10.4% 25.4% 12.7%
案内・受付 　 92.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152081 新潟県 小千谷市 都市　Ⅰ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

92.5% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 11.7% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 8 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 0

作成済 ○※ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 3 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 1 管理上、自治体職員常駐の方が望ましいと思われる。 45.1% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 1 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 1 管理上、自治体職員常駐の方が望ましいと思われる。 65.2%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

54.0% 48.2%

文化会館 1 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 1 管理上、自治体職員常駐の方が望ましいと思われる。 46.8%

28.0%

公民館、市民会館 1 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 1 管理上、自治体職員常駐の方が望ましいと思われる。 22.1%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
1 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 1 管理上、自治体職員常駐の方が望ましいと思われる。

管理上、自治体職員常駐の方が望ましいと思われる。 12.6% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 1

26.8%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 12.9% 22.0%

駐車場 0 0 0 18.8% 38.0%

公営住宅 15 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 0 7.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 2 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 0 29.2% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 100.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 2 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 0 65.6% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0%

13.2%

90.9% 87.8%

0 90.9% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 0 72.7% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

9.1%

25.4% 43.3%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 3 0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 1 管理上、自治体職員常駐の方が望ましいと思われるため。 54.6% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

5 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 管理上、直営の方が望ましいと思われるため。 3 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

管理上、直営の方が望ましいと思われるため。

自治体クラウドへの移行時期

平成39年度以降
43.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 98.2% 96.2% 取組状況

0

管理上、自治体職員常駐の方が望ましいと思われるため。 35.5% 39.2%

単独クラウド 平成24年度
体育館 3

ホームページ作成・運営 　 94.5% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 職務上、直営の方が望ましいと思われる。 29.4% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 98.4% 96.9%

28.4% 4.5%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 91.7% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 職務上、直営の方が望ましいと思われる。 63.6% 68.3%

一般ごみ収集 　 94.9% 96.9%
実施状況

公用車運転 ○ 職務上、直営の方が望ましいと思われる。 89.5% 88.1%

し尿収集 　 93.9% 97.9%

22.4%
電話交換 　 96.9% 94.2%

業務改革効果 10.4% 25.4% 12.7%
案内・受付 　 92.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152099 新潟県 加茂市 都市　Ⅰ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

91.0% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 20.6% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 12 0 0.0% 指定管理者の条件に見合う団体が無く、公募ができない。 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 9 4 44.4% 特になし 0 56.3% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 71.4%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0% 特になし 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

47.3% 48.2%

文化会館 1 0 0.0%
これまで地元に受け入れ可能な団体等が組織されていなかった。
平成29年12月に開館した新文化ホールについては、施設運営、維
持管理費等に関する基礎データが蓄積されていないため。

1 新文化ホールは平成29年12月に開館したばかりであるため、当面は直営とするが、施設運営、維持管
理費等に関する基礎データの蓄積と受託者の育成を図り、将来的には指定管理の導入を目指す。

51.7%

28.0%

公民館、市民会館 11 0 0.0%
生涯学習・公民館活動に関する業務は、人づくり・地域づくりに深く
かかわる業務であり、サービス向上やコストパフォーマンスの向上
の追及のみでは計れないと考える。

11 生涯学習・公民館活動に関する業務は、人づくり・地域づくりに深くかかわる業務であり、サービス向上
やコストパフォーマンスの向上の追及のみでは計れないと考える。

19.8%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
11 8 72.7% 未導入の施設については、基本的に指定管理制度の導入はなじま

ない。
2 常駐施設については、基本的に指定管理者制度になじまないものと考えている。

指定管理施設でなくなったのは、応募者がなかったことが大きな要因であり、再指定については、今後
の状況をみながら検討していく

14.3% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 0 0.0% 平成28年度までの5年間、指定管理を導入していたが、平成29年度の募集では応募者
がなく、指定管理を導入する状況に至っていない。 1

32.3%

大規模霊園、斎場等 1 1 100.0% 0 33.3% 22.0%

駐車場 25 1 4.0% 無料駐車場は収支が発生しないためなじまない。H29の建設した２
箇所の駐車場はH31指定管理に向け検討中。

0 27.1% 38.0%

公営住宅 24 0 0.0% 指定管理制度を導入することで、コスト増が見込まれるため、現時
点で導入の予定はない。

0 22.4% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 36.4% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 51.3% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 61.1% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 4 2 50.0% 特になし 0 72.3% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 2 2 100.0%

13.2%

87.7% 87.8%

0 78.4% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

5 4 80.0% 0 82.5% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

6 6 100.0% 0

15.2%

15.4% 26.9%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 3 1 33.3% 特になし 2 未導入の施設は、通年利用で無く、１年間で30日営業のため導入は難しい 50.3% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

18 13 72.2%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド4 66.7% 順次導入したいと考えています。 1 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

特になし

自治体クラウドへの移行時期

40.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 95.5% 96.2% 取組状況

0

指定管理者制度への移行を検討している 40.8% 39.2%

単独クラウド 平成27年度
体育館 6

ホームページ作成・運営 　 98.5% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 直営のまま、順次、専任無（臨時職員化）とする。 34.5% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 96.1% 96.9%

41.0% 6.4%
○ ○ ○ 0 ○ 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 98.6% 91.2%

委託率
実施済 委託有 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 75.3% 68.3%

一般ごみ収集 　 97.3% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 88.7% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 95.7% 94.2%

業務改革効果 12.8% 33.3% 12.7%
案内・受付 　 93.5% 91.2% 取組状況

委託有

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152102 新潟県 十日町市 都市　Ⅱ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

92.5% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 11.7% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 8 0 0.0% 全て委託しており、指定管理は考えていない。 0

作成済 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成30年度

50.5%

福祉・保健センター 0 0 0 45.1% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 65.2%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

54.0% 48.2%

文化会館 1 1 100.0% 0 46.8%

28.0%

公民館、市民会館 8 0 0.0% 市内全域で地域コミュニティ組織の整備を進めており、事業連携を進めている状況にあ
り、当面指定管理の導入は考えていない。 7 市内全域で地域コミュニティ組織の整備を進めており、事業連携を進めている状況にあり、当面指定管

理の導入は考えていない。
22.1%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
3 1 33.3% 1 文化財保護も所管しているため、指定管理にはそぐわないため

12.6% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 1 100.0% 0

26.8%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 民間委託済、小規模のため、指定管理制度を使うとコスト増が見込
まれるため

0 12.9% 22.0%

駐車場 2 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0 18.8% 38.0%

公営住宅 6 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0 7.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 1 1 100.0% 0 29.2% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 100.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 0 0 0 65.6% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0%

13.2%

90.9% 87.8%

0 90.9% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

4 2 50.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため 0 72.7% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

9.1%

25.4% 43.3%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 1 1 100.0% 0 54.6% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

9 8 88.9%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド2 100.0% 0 ○
自治体クラウド 平成28年度

指定管理制度を使うことでコスト増が見込まれるため

自治体クラウドへの移行時期

43.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 98.2% 96.2% 取組状況

0

35.5% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 2

ホームページ作成・運営 　 94.5% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 退職不補充とし、非常勤職員等による業務実施を図る。 29.4% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 98.4% 96.9%

28.4% 4.5%
○ ○ ○ ○ ○ 0 ○ 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 91.7% 91.2%

委託率
実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 63.6% 68.3%

一般ごみ収集 　 94.9% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 89.5% 88.1%

し尿収集 　 93.9% 97.9%

22.4%
電話交換 　 96.9% 94.2%

業務改革効果 10.4% 25.4% 12.7%
案内・受付 　 92.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152111 新潟県 見附市 都市　Ⅰ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

91.0% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

指定管理者制度の導入には、子育て支援の観点から社会福祉法人及びNPO等、市内に候補者となる
団体を育成することが必要である。

20.6% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 12 3 25.0% 導入について検討中である 9

作成済 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成30年度

50.5%

福祉・保健センター 8 5 62.5% 複合施設であり、庁舎と一体管理すべき施設であるため 0 56.3% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 71.4%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

47.3% 48.2%

文化会館 0 0 0 51.7%

28.0%

公民館、市民会館 16 10 62.5% 複合施設のため管理運営の責任分担の整理に検討を要し
ている

6 指定管理者制度の導入については、複合施設施設のため管理運営の責任分担の整理に検討を要して
いる

19.8%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
10 10 100.0% 0

指定管理者制度の導入については、複合施設のため管理運営の責任分担の整理に検討を要している 14.3% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 2 0 0.0% 複合施設のため管理運営の責任分担の整理に検討を要し
ている

2

32.3%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 33.3% 22.0%

駐車場 4 1 25.0% 指定管理料が少額になるため応募が見込めない 0 27.1% 38.0%

公営住宅 7 0 0.0% 新規の入居者を募集せずに、入居者がいなくなり次第、住宅の取り
壊しを計画している老朽化した施設が多いため

0 22.4% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 36.4% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 51.3% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 61.1% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 2 1 50.0% 募集をしても条件に合う応募が見込めない 0 72.3% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

87.7% 87.8%

0 78.4% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 2 100.0% 0 82.5% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 3 100.0% 0

15.2%

15.4% 26.9%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 2 2 100.0% 0 50.3% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

31 28 90.3%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド14 63.6% 対象施設の老朽化により、指定管理者制度導入のメリット
がないため

0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

老朽化等により、直営で運営すべき施設であるため

自治体クラウドへの移行時期

40.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 95.5% 96.2% 取組状況

0

40.8% 39.2%

単独クラウド 平成29年度
体育館 22

ホームページ作成・運営 　 98.5% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 学校の望ましい教育環境を踏まえた統廃合の検討を行いながら専任による直営を継続する。 34.5% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 96.1% 96.9%

41.0% 6.4%
○ ○ ○ 0 ○ 0 ○ 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 98.6% 91.2%

委託率
実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 75.3% 68.3%

一般ごみ収集 　 97.3% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 88.7% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 95.7% 94.2%

業務改革効果 12.8% 33.3% 12.7%
案内・受付 　 93.5% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152129 新潟県 村上市 都市　Ⅱ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

93.3% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

利用者に「遊び等の提供」を必要とすることからも、常駐での人員配置は必要と考えているため。 22.5% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 16 0 0.0% 児童を預かる施設であるため、指定管理には不向きと考え
ているため。

16

作成済 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成30年度

50.5%

福祉・保健センター 1 0 0.0% 市保健センターは、保健業務の拠点のため直営で運営す
べきと考えているため。

1 該当する施設は市保健センターであり、相談・各種申請など保健業務の拠点となっているため。 53.5% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 43.1%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

50.0% 48.2%

文化会館 1 0 0.0% 他自治体の動向を注視しているため。 1 隣接する中央公民館と一体的な利用となっており、中央公民館に職員が常駐しているため。 56.6%

28.0%

公民館、市民会館 13 5 38.5% 指定管理者制度を受けることが可能な団体の体制が整っ
ていないため。

8 突発的な利用など、住民ニーズに迅速に対応するため。 27.8%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
1 0 0.0% 施設の専門性から直営で運営すべき施設であるため。 1 専門性の高い業務であるため、学芸員を常駐しているため。

17.2% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 3 3 100.0% 0

28.8%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 25.9% 22.0%

駐車場 8 0 0.0% 指定管理制度導入について研究中であるため。 0 32.2% 38.0%

公営住宅 19 0 0.0%
現在の市営住宅は生活困窮者に対する住宅支援策のひとつになっ
ていることから、指定管理導入には慎重に対応する必要があるた
め。

0 8.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 87.5% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 1 1 100.0% 0 49.0% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 70.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 0 0 0 100.0% 58.7%

検討中 0 2023年に現在システムの更改を控えており、併せて自治体クラウドの導入を検討予定。

産業情報提供施設 0 0

13.2%

84.5% 87.8%

0 64.6% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 0 84.3% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

26.7%

22.2% 33.3%

海水浴場 0 0 0

全国

プール 5 2 40.0%
施設数５に対し残り３施設については、主に小・中学校の授業やク
ラブ活動で利用していることから指定管理の導入には、慎重になる
必要があるため。

0 69.1% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

11 11 100.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド15 100.0% 0
自治体クラウド 明治33年1月0日

自治体クラウドへの移行時期

58.5% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 94.9% 96.2% 取組状況

0

58.3% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 15

ホームページ作成・運営 　 97.1% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

総務事務センターを設置することによる経費削減などの大きな効果が見込めないため。在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 現状維持の予定 32.3% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 100.0% 96.9%

43.3% 2.2%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 94.8% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 73.3% 68.3%

一般ごみ収集 　 96.4% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 90.1% 88.1%

し尿収集 　 95.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 93.5% 94.2%

業務改革効果 15.6% 24.4% 12.7%
案内・受付 　 91.8% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152137 新潟県 燕市 都市　Ⅱ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

92.5% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 11.7% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 9 0 0.0% 学校・公民館施設を使用しているため、指定管理制度に適
さない。運営委託を検討していく。

0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 3 0 0.0% 指定管理制度に適さないため。 0 45.1% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 65.2%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 0 0.0% 利用頻度の低い施設での導入は難しいと考えている。複数の施設
（異種も含む）を組み合わせての導入を検討していきたい。

0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

54.0% 48.2%

文化会館 0 0 0 46.8%

28.0%

公民館、市民会館 20 1 5.0%
公民館は、地域密着型施設であり、導入は難しいと考えている。地
域づくりに取り組む中で管理運営を委託している。（委託先：糸魚川
市地区公民館管理運営委員会連合会）

2 必要な人員数を配置している。公民館は指定管理制度に適さないため、実状に合った適切な管理方法
や運営方式を模索していく。市民会館は外部委託・市民参加型による管理運営を調査していく。

22.1%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
6 2 33.3% 専門知識（学芸員等）が必要であり、指定管理制度に適さ

ないため。
2 必要な人員数を配置している。指定管理制度に適さないため、実状に合った適切な管理方法や運営方

式を模索していく。

直営を継続しながら、人員体制の見直しを行い、市民サービスの向上と他の運営方式の検討を継続す
る。

12.6% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 3 0 0.0% 民間委託における運営方針や業務分担等の整理し、経費
比較した結果、コスト増となった。

3

26.8%

大規模霊園、斎場等 2 2 100.0% 0 12.9% 22.0%

駐車場 0 0 0 18.8% 38.0%

公営住宅 22 0 0.0% 指定管理制度に適さないため。 0 7.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 3 1 33.3% 複数の施設（異種も含む）を組み合わせての導入を検討し
ていきたい。

0 29.2% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 100.0% 63.6%

検討状況

キャンプ場等 9 6 66.7%
利用頻度の低い施設での導入は難しいと考えている。複
数の施設（異種も含む）を組み合わせての導入を検討して
いきたい。

0 65.6% 58.7%
検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

90.9% 87.8%

0 90.9% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 72.7% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 2 66.7%
指定管理制度に至っていないが、4/1から一部の管理業務を民間
団体に委託しており、今後、指定管理に移行できるか見極めてい
く。

0

9.1%

25.4% 43.3%

海水浴場 0 0 0

全国

プール 2 1 50.0% 未導入の施設は、通年（夏期のみ）でないため直営で運営
している。

0 54.6% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

6 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド
0 0.0%

利用頻度の低い施設での導入は難しいと考えている。複数の施設
（異種も含む）を組み合わせての導入を検討していきたい。将来構
想として体育協会を管理母体として考えている。

0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

利用頻度の低い施設での導入は難しいと考えている。複数の施設
（異種も含む）を組み合わせての導入を検討していきたい。将来構
想として体育協会を管理母体として考えている。

自治体クラウドへの移行時期

43.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 98.2% 96.2% 取組状況

0

35.5% 39.2%

単独クラウド 平成21年度
体育館 10

ホームページ作成・運営 　 94.5% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 定員適正化計画の中で順次、専任職員から臨時職員に移行している。 29.4% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 98.4% 96.9%

28.4% 4.5%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 91.7% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 63.6% 68.3%

一般ごみ収集 　 94.9% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 89.5% 88.1%

し尿収集 　 93.9% 97.9%

22.4%
電話交換 　 96.9% 94.2%

業務改革効果 10.4% 25.4% 12.7%
案内・受付 　 92.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152161 新潟県 糸魚川市 都市　Ⅰ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

92.5% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 11.7% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 1 1 100.0% 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 2 0 0.0% 支所機能と同一の施設であるため、直営管理を行ってい
る。

1 支所機能と同一の施設であるため、自治体職員が常駐している。 45.1% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 65.2%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

54.0% 48.2%

文化会館 1 1 100.0% 0 46.8%

28.0%

公民館、市民会館 13 10 76.9% 主に老朽化に伴い、廃止を予定している施設等のため、直
営管理を行っている。

0 22.1%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
1 1 100.0% 0

12.6% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 1 100.0% 0

26.8%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 12.9% 22.0%

駐車場 8 1 12.5% 公営住宅等の専用駐車場であることから指定管理は馴染
まないため

0 18.8% 38.0%

公営住宅 7 1 14.3%

・特定公共賃貸住宅のみ指定
　管理導入済み
・その他の公営住宅は低廉な
　家賃収益に対するサービス
　業務が指定管理に馴染まな
　いため

0 7.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 29.2% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 100.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 1 1 100.0% 0 65.6% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0%

13.2%

90.9% 87.8%

0 90.9% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 72.7% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

4 4 100.0% 0

9.1%

25.4% 43.3%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 1 1 100.0% 0 54.6% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

11 11 100.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド8 88.9% 老朽化に伴い、廃止を予定している施設のため、直営管理
を行っている。

0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

自治体クラウドへの移行時期

43.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 98.2% 96.2% 取組状況

0

35.5% 39.2%

単独クラウド 平成23年度
体育館 9

ホームページ作成・運営 　 94.5% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 原則として退職者補充は行わず、臨時職員により対応している。 29.4% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 98.4% 96.9%

28.4% 4.5%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 91.7% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 63.6% 68.3%

一般ごみ収集 　 94.9% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 89.5% 88.1%

し尿収集 　 93.9% 97.9%

22.4%
電話交換 　 96.9% 94.2%

業務改革効果 10.4% 25.4% 12.7%
案内・受付 　 92.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152170 新潟県 妙高市 都市　Ⅰ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

93.3% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

市内の学童クラブと市役所との連絡調整のため 22.5% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 10 0 0.0% 応募が認められない状況が変わらないため 1

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 15 4 26.7%
主に高齢者が通う施設なので緊急時等に対応しやすいのは現在の
直営、委託方式と考える
ｈ29.4.1から介護保険事業の介護予防・生活支援サービス事業や一
般介護予防事業を開始したため。

1 ・市民からの相談に対応する施設のため、専門職(保健師)を常駐する必要があるため 53.5% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 8 1 12.5% 社会福祉法人に委託をしている
直営の方が各委託先を統率しやすい

2 市民からの相談に対応する施設であるため。専門職(保健師)を常駐する必要がある 43.1%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

50.0% 48.2%

文化会館 1 0 0.0% 施設改修の計画があるため、改修後に検討 0 56.6%

28.0%

公民館、市民会館 7 0 0.0% ・生涯学習課の事務所も併設しているため。 2 職員が公民館と生涯学習課内の職務を兼任しており、公民館内に事務室を置いている。 27.8%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
1 0 0.0% 導入に向けて具体的検討はしていない。 0

継続的な図書等資料管理及び専門司書の配置、確保が可能 17.2% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 2 0 0.0% 継続的な図書資料等の管理には専門支所職で自治体職
員の常駐が必要

2

28.8%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 見積もりを取ってみてもコストが上がりすぎる。委託も検討
しているがコスト面から導入できていない。

0 25.9% 22.0%

駐車場 2 0 0.0% 直営で運営すべき施設であるため 0 32.2% 38.0%

公営住宅 17 0 0.0% 民間では赤字が見込まれることや住宅公社がないため募集が見込
めない等、指定管理しないこととした状況に変化がないため

0 8.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 87.5% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設であるため 1 直営で運営してきた施設であり、管理には施設を熟知した職員の技能が不可欠である 49.0% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 70.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 1 0 0.0% 指定管理料が少額になるため指定管理者の応募が見込め

ない
0 100.0% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 4 3 75.0%

13.2%

84.5% 87.8%

時季的な開設であることと、利用形態が指定管理者制度になじまな
い。なお、当施設の隣接地に公共の複合施設の建設が予定されて
いる。時期は別としても一体的な整備を進めていく方向であるため、
現段階では指定管理導入は考えていない。

0 64.6% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 1 50.0% 導入に向けて具体的な検討はしていない 0 84.3% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 0 0.0% 現在、高齢者就業支援としてシルバー人材センターに委託
しているため

0

26.7%

22.2% 33.3%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 2 0 0.0% 指定管理料が少額になるため指定管理者の応募が見込め

ない
0 69.1% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

8 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定 0
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 1 〇
自治体クラウド 明治33年1月0日

指定管理料が少額になるため指定管理者の応募が見込め
ない

自治体クラウドへの移行時期

58.5% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 94.9% 96.2% 取組状況

0

スポーツ推進課事業の拠点として担当職員を常駐で配置している 58.3% 39.2%

単独クラウド 平成29年度
体育館 5

ホームページ作成・運営 　 97.1% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

当市の職員数を鑑みるに総務事務センターを設置することにより経費削減などの大きな効果が見込めないため在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 　 32.3% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 100.0% 96.9%

43.3% 2.2%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 94.8% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 73.3% 68.3%

一般ごみ収集 　 96.4% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 90.1% 88.1%

し尿収集 　 95.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 93.5% 94.2%

業務改革効果 15.6% 24.4% 12.7%
案内・受付 　 91.8% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152188 新潟県 五泉市 都市　Ⅱ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

81.3% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

管理運営を業務委託する団体・組織がないため、自治体職員を常駐で配置 46.8% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 6 0 0.0% 利用者増による収益が見込める施設ではなく、また、管理運営を依頼できる地元の団
体・組織がない。 4

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 22 8 36.4% 未導入施設である保健センターは、人員が常駐していない施設であり、また、収益が見
込める施設ではないため、指定管理者制度導入の効果が見込めない。 0 68.1% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 90.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

3 2 66.7%
未導入施設は、利用者数が少なく、収益が見込めない。また、既に
民間への業務委託で運営しており、民間のノウハウを活用してい
る。

0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

52.1% 48.2%

文化会館 1 1 100.0% 0 80.7%

28.0%

公民館、市民会館 69 12 17.4% 公民館では、市として主体的に社会教育を推進する必要があり、公
民館主事である自治体職員を配置している。

22 公民館では、市として主体的に社会教育を推進する必要があるため、公民館主事である自治体職員を
配置

16.4%

51.1%

策定予定時期

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

18 4 22.2%
文化財、郷土資料、美術作品等の展示や講演会等を行い、市民等
に広く歴史文化等を体現する施設であるとともに、調査研究や保存
管理を行う施設であるため、専門知識や経験を有する学芸員等の
自治体職員の常駐が必要である。

7
文化財、郷土資料、美術作品等の展示や講演会等を行い、市民等に広く歴史文化等を体現する施設で
あるとともに、調査研究や保存管理を行う施設であるため、専門知識や経験を有する学芸員等の自治体
職員の常駐が必要

誰もが自由に無料で図書館資料を利用できる収益性を伴わない施設であり、市民の知識の習得や調査
研究等に関する相談に迅速かつ的確に対処するため、経験豊かな専門の司書である自治体職員の常
駐が必要

20.6% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 4 0 0.0%
誰もが自由に無料で図書館資料を利用できる収益性を伴わない施
設であり、市民の知識の習得や調査研究等に関する相談に迅速か
つ的確に対処するため、経験豊かな専門の司書である自治体職員
の常駐が必要である。

4

20.4%

大規模霊園、斎場等 6 1 16.7% 利用者増による、収益を見込める施設ではないため。また、既に民間への業
務委託で運営しており、民間のノウハウを活用している。 0 29.2% 22.0%

駐車場 19 2 10.5% 小規模な施設や無料の施設であり、指定管理者制度導入の効果
が見込めない。

0 47.7% 38.0%

公営住宅 48 0 0.0% 収益性が低く、指定管理を受ける事業者を見込めない。 0 33.3% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 66.7% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 37.5% 41.7%

展示場施設、見本市施設 1 0 0.0% 既に民間への業務委託を行い、民間のノウハウを活用して運営して
いるため、更なるサービス向上や経費節減が見込めない。

0 46.2% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 6 6 100.0% 0 77.1% 58.7%

検討中 ○ 業務の見直し、業務パッケージに合わせるデータ移行経費、他団体との調整などの研究を行っている。

産業情報提供施設 0 0

13.2%

79.2% 87.8%

0 63.0% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

10 7 70.0%
未導入施設は、導入施設と比較して規模が小さく、収益が見込めな
い。また、既に民間への業務委託を行い、民間のノウハウを活用し
て運営しているため、更なるサービス向上や経費節減が見込めな
い。

0 84.8% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

14 11 78.6%
未導入施設は、導入施設と比較して規模が小さく、収益が見込めな
い。また、既に民間への業務委託を行い、民間のノウハウを活用し
て運営しているため、更なるサービス向上や経費節減が見込めな
い。

0

50.0%

6.3% 28.1%

海水浴場 0 0 0

全国

プール 6 2 33.3%
未導入施設は、導入施設と比較して規模が小さく、収益が見込めな
い。また、既に民間への業務委託を行い、民間のノウハウを活用し
て運営しているため、更なるサービス向上や経費節減が見込めな
い。

2 ・B＆G海洋センターには、育成士の配置が必要なため、自治体職員を常駐。
・管理運営を業務委託する団体・組織がないため、自治体職員を常駐

69.7% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

34 18 52.9%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定

自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日

38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド

7 29.2%
未導入施設は、導入施設と比較して規模が小さく、収益が見込めな
い。また、既に民間への業務委託を行い、民間のノウハウを活用し
て運営しているため、更なるサービス向上や経費節減が見込めな
い。

2

自治体クラウド 明治33年1月0日

未導入施設は、導入施設と比較して規模が小さく、収益が見込めな
い。また、既に民間への業務委託を行い、民間のノウハウを活用し
て運営しているため、更なるサービス向上や経費節減が見込めな
い。

自治体クラウドへの移行時期

50.8% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 96.4% 96.2% 取組状況

0

・B＆G海洋センターには、育成士の配置が必要であるため、自治体職員の常駐が必要。
・業務委託に伴うコスト削減が見込まれないため、自治体職員を常駐。

52.0% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 24

ホームページ作成・運営 　 100.0% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 定員適正化計画に基づき、正規職員のほかに非常勤一般職や再任用職員を配置し、現体制を維持していく。 22.2% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 100.0% 96.9%

50.0% 12.5%
○ ○ ○ ○ ○ 0 ○ 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 96.3% 91.2%

委託率
実施済 委託有 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 84.4% 68.3%

一般ごみ収集 　 100.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 81.3% 88.1%

し尿収集 　 96.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 93.5% 94.2%

業務改革効果 31.3% 75.0% 12.7%
案内・受付 　 100.0% 91.2% 取組状況

委託有

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152226 新潟県 上越市 施行時特例市

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

88.9% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

公立保育園民営化による有資格職員（保育士）の配置先としているが、コスト低減が図られる場合は積
極的な指定管理者制度の導入を検討すべきと考える。

21.5% 22.7% （注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。

類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 1 0 0.0%
学校区毎にクラブの開設を行っているが、利用者数の変動等により
指定管理者を導入することでコスト増が見込まれる地区に関しては
直営事業として運営としているため。

1

作成済 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成30年度

50.5%

福祉・保健センター 6 1 16.7%
障がいに関する相談や健康・子育て等の相談及び各種検診など保
健業務の拠点施設となっているため、指定管理制度の導入は今の
ところ考えていない。

2 障がいに関する相談や健康・子育て等の相談及び各種検診など保健業務の拠点施設となっているた
め、指定管理制度の導入は今のところ考えていない。

48.0% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 71.4%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0% 改修計画を含めた経営体制を検討している。 1

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

改修計画を含めた経営体制を検討している。 48.6% 48.2%

文化会館 0 0 0 33.3%

28.0%

公民館、市民会館 3 0 0.0% 今後、他自治体の状況や、導入コスト等を精査し検討する。 3 生涯学習の場として各種事業と連携する必要があることから自治体職員を常駐させている。 19.3%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
2 0 0.0% 指定管理者として適当な団体はあるが、その団体の体制等がまだ

整っていないため、導入に至っていない。
1 指定管理者として適当な団体はあるが、その団体の体制等がまだ整っていないため、導入に至っていな

い。

「読み聞かせ」「ブックスタート」等の子育て支援と連携した事業を展開するために直営としているため。 21.0% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 3 0 0.0% 「読み聞かせ」「ブックスタート」等の子育て支援と連携した事業を展
開するために直営としているため。

3

29.1%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 9.6% 22.0%

駐車場 5 0 0.0% 日次管理業務がなく、指定管理者制度を導入することによりコスト
増が見込まれるため。

0 24.6% 38.0%

公営住宅 5 0 0.0% 公営住宅の管理において、指定管理者には限界があることから、
直営で運営すべきと考える。

0 4.4% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 2 0 0.0%
公園は無償で一般開放されていることから、収益性がなく委託業務
の専門性も高いことから指定管理者制度の導入によりコスト増がみ
こまれるため。

1 当該公園専属ではなく、すべての直営公園（都市公園、条例公園、児童遊園等）を管理する職員として、
公園内の事務所に常駐しているため。

27.5% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 60.7% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 2 1 50.0% 直営施設は公衆トイレと給水施設（深井戸）のみで利用料無料であ

り指定管理導入のメリットがないため。
0 67.6% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

87.5% 87.8%

0 81.5% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 0 83.5% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 0

28.6%

14.8% 44.4%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 1 0 0.0% 指定管理者として適当な団体はあるが、その団体の体制

等がまだ整っていないため、導入に至っていない。
1 定管理者として適当な団体はあるが、その団体の体制等がまだ整っていないため、導入に至っていな

い。
40.7% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

12 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 指定管理者として適当な団体はあるが、その団体の体制
等がまだ整っていないため、導入に至っていない。

2 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

指定管理者として適当な団体はあるが、その団体の体制
等がまだ整っていないため、導入に至っていない。

自治体クラウドへの移行時期

43.0% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 95.8% 96.2% 取組状況

0

指定管理者として適当な団体はあるが、その団体の体制等がまだ整っていないため、導入に至っていな
い。

31.6% 39.2%

単独クラウド 平成26年度
体育館 7

ホームページ作成・運営 　 95.7% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 退職者は不補充とし、欠員が生じる分は臨時職員等による対応に変更していく。 25.0% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 93.9% 96.9%

18.5% 3.7%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 96.2% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 78.8% 68.3%

一般ごみ収集 　 100.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 ○ 昨年度定年した運転員を再任用して専任しているが来年以降は未定。 87.2% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 95.7% 94.2%

業務改革効果 13.0% 25.9% 12.7%
案内・受付 　 81.3% 91.2% 取組状況

委託有

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152234 新潟県 阿賀野市 都市　Ⅰ－０

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

91.0% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

　児童館２箇所と児童クラブは学校施設内、保育園施設内、支所庁舎内、市体育館内併設で12箇所開
設しており、施設の利用者対応及び管理のため職員が常駐し管理運営している。

20.6% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 14 0 0.0% アウトソーシングを検討中であり、指定管理導入は考えて
いない。

14

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 6 2 33.3% 地域住民に密着した総合的な保健福祉事業のため直営が
妥当と考えている。

0 56.3% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 8 0 0.0% 指定管理者制度に適さない施設のため 1 地域包括ケアシステム構築に向け、1施設を直営で運営している。 71.4%

特別養護老人ホーム 1 0 0.0% 民間譲渡を含め、今後の施設運営を検討している。 1 民間譲渡を含め、今後の施設運営を検討している。

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

3 2 66.7% 未導入の１施設については、今後の在り方も含めて検討している。 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

47.3% 48.2%

文化会館 2 0 0.0% ・現在、施設統廃合の計画があり、２施設のうち１施設を廃止した
後、指定管理者制度の導入を検討している。

1 ・現在、施設統廃合の計画があり、２施設のうち１施設を廃止した後、指定管理者制度の導入を検討して
いる。

51.7%

28.0%

公民館、市民会館 10 0 0.0% ・公民館活動を推進するためには市職員が常駐していることが必要
であるため。

7 ・公民館活動を推進するためには市職員が常駐していることが必要であるため。 19.8%

51.1%

策定予定時期

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

13 0 0.0%
・トキふれあいプラザはトキを飼育しており、飼育にあたっては環境
省に対し佐渡市が行う計画書を提出して許可されているもので、指
定管理制度とはなじまない。

6 ・トキふれあいプラザは、来園者が年間20万人いる。トラブル等に速やかに対応する必要から職員が常
駐している。

・パブリックコメントを実施したが、指定管理者制度導入には否定的な意見のみで、応募を予定する企業
等もなかった。また、別に開催した意見交換会でも市が責任をもって司書を確保することとの強い意見も
あり、直営管理が望ましいと判断した。

14.3% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 10 0 0.0%
現状は2名の正職員と17名の臨時職員で図書館5館図書室5室を管
理しており、必要最小限の人件費となっている。指定管理者制度を
導入してもコスト縮減が見込めない。

10

32.3%

大規模霊園、斎場等 3 0 0.0%
火葬場の設備運転及び施設維持管理を民間事業者に長期継続委託することにより、コ
ストの削減及び効率的な運営が図られている。また、長期継続契約を締結しているた
め。
(平成27年7月～平成30年6月)

0 33.3% 22.0%

駐車場 11 0 0.0%
常駐する職員を必要としないため人件費が掛からず毎年一定の収
益がある。また、一部駐車場については舗装されていない、他施設
の附帯施設として利用されている等の理由から現時点で指定管理
は検討していない。

0 27.1% 38.0%

公営住宅 69 0 0.0%
市内全域広範囲に点在し老朽化が進んでおり、施設の統廃合が先
ではないかと考えられる。また、県営、市営の住宅が混在する団地
もあり混乱を回避するため、また費用対効果の面からも現時点では
検討していない。

0 22.4% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 36.4% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 51.3% 41.7%

展示場施設、見本市施設 1 0 0.0% 1 ・施設の情報発信と観光客の受入体制の充実を図るとともに、観光地域づくりの拠点として活用するた
め、自治体の事務所を施設内に配置。

61.1% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 3 2 66.7% 0 72.3% 58.7%

検討中 ○ 離島としての特殊性から、災害発生時の対応（海底ケーブルの通信障害発生時の対応など）が担保されていないなどの理由から実施していないが、新しい技術の動向や、コス
ト、業務継続性などを考慮し引き続き検討を行っていく。

産業情報提供施設 6 2 33.3%

13.2%

87.7% 87.8%

うち1施設については企業誘致を目的とした施設であり、空室も残ることから、現時点に
おいて、指定管理者制度の導入は検討していない。 0 78.4% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

3 1 33.3% 1 地域からの要望が高く、平成29年度は臨時的に職員を置いて営業した。
平成30年度中に民間へ譲渡予定。

82.5% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 2 66.7%
平成28年度に指定管理制度の公募を行い1組織応募があったが、
取下げの経緯があったので、施設の料金体制、公募条件等の見直
しを行っている。

1 ・１施設はトキ野生復帰の拠点施設として業務をおこなっているため職員を常駐している。

15.2%

15.4% 26.9%

海水浴場 7 0 0.0% 0

全国

プール 5 1 20.0%
・プールのうち利用頻度が高く、指定管理者の応募が期待できる施
設を指定管理としたいが、議会で指定管理者指定の否決となったこ
ともあり、慎重に対応したい。

4 ・プールのうち利用頻度が高く、指定管理者の応募が期待できる施設を指定管理としたいが、議会で指
定管理者指定の否決となったこともあり、慎重に対応したい。

50.3% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

30 8 26.7%

平成34年度以降
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定 ○
自治体クラウド

単独クラウド 平成34年度以降
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド
2 18.2%

・体育館のうち利用頻度が高く、指定管理者の応募が期待できる施
設を指定管理としたいが、議会で指定管理者指定の否決となったこ
ともあり、慎重に対応したい。

4

自治体クラウド 明治33年1月0日

自治体クラウドへの移行時期

40.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 95.5% 96.2% 取組状況

0

・体育館のうち利用頻度が高く、指定管理者の応募が期待できる施設を指定管理としたいが、議会で指
定管理者指定の否決となったこともあり、慎重に対応したい。

40.8% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 11

ホームページ作成・運営 　 98.5% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 人件費等の経費削減が望めなくアウトソーシングによる費用対効果が見込めないこと等から、今後も直営とする。 34.5% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 96.1% 96.9%

41.0% 6.4%
○ 0 ○ 0 0 0 0 ○

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 98.6% 91.2%

委託率
実施済 委託予定 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 現在、費用対効果、法令等の検証を行い、業務委託を検討している。 75.3% 68.3%

一般ごみ収集 　 97.3% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 88.7% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 95.7% 94.2%

業務改革効果 12.8% 33.3% 12.7%
案内・受付 　 93.5% 91.2% 取組状況

委託有

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定 予定時期 平成31年度 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152242 新潟県 佐渡市 都市　Ⅱ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

88.9% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

市の放課後児童クラブの機能が有り、支援員としての役割もあるため職員配置をしている。 21.5% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 従来から施設管理のみの職員は配置しておらず、放課後児童クラ
ブ支援員を配置している。

1

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 11 9 81.8% 複合施設で指定管理者制度の導入が難しい施設及び立地条件が
悪く指定管理者の応募が見込めない施設のため。

2 複合施設で指定管理者制度の導入が難しい施設及び立地条件が悪く指定管理者の応募が見込めない施設のため、施設の使用許
可、使用料収受、維持管理等の業務をするにあたり、職員の常駐が必要である。 48.0% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 71.4%

特別養護老人ホーム 1 1 100.0% 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）

策定割合 策定割合

48.6% 48.2%

文化会館 1 1 100.0% 0 33.3%

28.0%

公民館、市民会館 8 0 0.0%
社会教育法に基づき設置した公民館は、市の社会教育の中核とし
て各種講座教室事業を実施しているため、生涯学習推進の観点か
ら指定管理者制度を導入していない。

6 社会教育法に基づき設置した公民館は、市の社会教育の中核として各種講座教室事業を実施している
ため、生涯学習推進の観点から指定管理者制度を導入していない。

19.3%

51.1%

策定予定時期

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

3 0 0.0%
収蔵資料等は寄贈品や貴重品もあり、市が責任を持って適正な管
理及び公開をする必要があり、公共性・専門性を確保する観点から
指定管理者を導入していない。

2 収蔵資料等は寄贈品や貴重品もあり、市が責任を持って適正な管理及び公開をする必要があり、公共
性・専門性を確保する観点から指定管理者を導入していない

指定管理者制度の導入にあたっては、大規模修繕を行う必要があり、膨大なコスト増が見込まれるた
め。また、収益の確保が難しく、応募が見込めず、民間業者等への委託が難しい。

21.0% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 0 0.0%
指定管理者制度の導入にあたっては、大規模修繕を行う必要があ
り、膨大なコスト増が見込まれるため。また、収益の確保が難しく、
応募が見込めないため。

1

29.1%

大規模霊園、斎場等 2 2 100.0% 0 9.6% 22.0%

駐車場 2 0 0.0%
料金を無料としているため収益が見込まれないこと、また、現在、維
持管理経費は生じていないものの商店街に管理を委ねる場合には
委託料の発生が懸念されるため。

0 24.6% 38.0%

公営住宅 46 0 0.0% 0 4.4% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 3 2 66.7% 指定管理に向けて検討中 0 27.5% 41.7%

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 60.7% 63.6%

検討状況

キャンプ場等 5 3 60.0%
運営事業と併せ再整備事業を行っている施設がある。再整備完了
後の指定管理者制度等への移行を目指しているが、現在は市直営
としている。

1 運営事業と併せ再整備事業を行っている施設がある。再整備完了後の指定管理者制度等への移行を
目指しているが、現在は市直営としている。

67.6% 58.7%
検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

87.5% 87.8%

0 81.5% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

7 4 57.1%
指定管理者制度の導入に伴うコスト増が見込まれるため。
しかし今後の導入に向けて指定管理可能な事業者への取組みの
指導を進めている。

2 指定管理者制度の導入にあたっては、大規模修繕を行う必要があり、膨大なコスト増が見込まれるた
め。また、収益の確保が難しく、応募が見込めないため。

83.5% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 3 100.0% 0

28.6%

14.8% 44.4%

海水浴場 0 0 0

全国

プール 4 0 0.0%
指定管理者制度等の導入にあたっては施設の修繕を行う必要があ
る施設が多く、膨大なコストが見込まれるため。また、地理的条件
や屋外施設が多いことから、収益の確保が難しいため、応募が見
込めない。

4 地理的条件や屋外施設が多いことから、収益の確保が難しいため、民間業者等への委託が難しい。 40.7% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

14 7 50.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド
3 20.0%

老朽化等により維持管理に苦慮している施設が多く、導入にあた
り、施設の修繕が必要となるため、膨大なコストが見込まれる。導
入しても指定管理制度のメリットを活かせる施設が少ない。

0 ○
自治体クラウド 平成27年度

老朽化等により維持管理に苦慮している施設が多く、導入にあた
り、施設の修繕が必要となるため、膨大なコストが見込まれる。導
入しても指定管理制度のメリットを活かせる施設が少ない。

自治体クラウドへの移行時期

43.0% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 95.8% 96.2% 取組状況

0

31.6% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 15

ホームページ作成・運営 　 95.7% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 定員適正化計画に基づき、正規職員の他に非常勤職員や再任用職員を配置して現体制を維持していく。 25.0% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 93.9% 96.9%

18.5% 3.7%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 96.2% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 78.8% 68.3%

一般ごみ収集 　 100.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 87.2% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 95.7% 94.2%

業務改革効果 13.0% 25.9% 12.7%
案内・受付 　 81.3% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定 予定時期 平成32年度 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152251 新潟県 魚沼市 都市　Ⅰ－０

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

91.0% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 20.6% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 14 14 100.0% 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 4 3 75.0% 市役所庁舎と隣接しており、直営で支障ない 1 市役所庁舎と隣接しており、直営で支障ない 56.3% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 71.4%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

47.3% 48.2%

文化会館 1 1 100.0% 0 51.7%

28.0%

公民館、市民会館 3 1 33.3% 利用者が限定され、また収益の見込まれる施設でもないた
め

2 利用者が限定され、また収益の見込まれる施設でもないため 19.8%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
4 4 100.0% 0

市図書館整備検討委員会の答申結果を踏まえて、当面は直営で運営をおこなうこととなったため。 14.3% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 0 0.0% 市図書館整備検討委員会の答申結果を踏まえて、当面は
直営で運営をおこなうこととなったため。

1

32.3%

大規模霊園、斎場等 1 1 100.0% 0 33.3% 22.0%

駐車場 5 0 0.0% 利用料を徴収していないので、指定管理者制度を使うと直
営に比べてコスト増になるため

0 27.1% 38.0%

公営住宅 23 0 0.0%
入居者の抱える諸問題や入居希望者の個人情報の保護等を考慮
すると、他部署と連携・情報共有しながら直営で運営することが適
当。

0 22.4% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 36.4% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 4 2 50.0% 利用者も少なく、指定管理者制度を使うことでコスト増が見
込まれる。

0 51.3% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 61.1% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 1 1 100.0% 0 72.3% 58.7%

検討中 ○ 庁内会議にて検討中

産業情報提供施設 0 0

13.2%

87.7% 87.8%

0 78.4% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

3 3 100.0% 0 82.5% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

15.2%

15.4% 26.9%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 1 1 100.0% 0 50.3% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

5 5 100.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド8 88.9% 0
自治体クラウド 明治33年1月0日

自治体クラウドへの移行時期

40.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 95.5% 96.2% 取組状況

0

40.8% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 9

ホームページ作成・運営 　 98.5% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

当市の規模では経費削減などの面で大きな効果が見込めないため在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 退職不補充とし、臨時職員化を図っていく。 34.5% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 96.1% 96.9%

41.0% 6.4%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 98.6% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 75.3% 68.3%

一般ごみ収集 　 97.3% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 88.7% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 95.7% 94.2%

業務改革効果 12.8% 33.3% 12.7%
案内・受付 　 93.5% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置済 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152269 新潟県 南魚沼市 都市　Ⅱ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

88.9% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 21.5% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 5 0 0.0% 直営で運営すべき施設である 0

作成済 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成30年度

50.5%

福祉・保健センター 0 0 0 48.0% 53.6%

100.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 71.4%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

48.6% 48.2%

文化会館 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 0 33.3%

28.0%

公民館、市民会館 2 0 0.0% 直営で運営すべき施設である 2 市の社会教育部署の事務所を兼ねているため 19.3%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
10 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 8 将来的に導入の可能性を検討

現状どおり 21.0% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設である 1

29.1%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 9.6% 22.0%

駐車場 1 1 100.0% 0 24.6% 38.0%

公営住宅 8 0 0.0% 直営で運営すべき施設である 0 4.4% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 7 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 0 27.5% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 60.7% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 1 1 100.0% 0 67.6% 58.7%

検討中 ○ 導入については検討中

産業情報提供施設 1 0 0.0%

13.2%

87.5% 87.8%

指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 0 81.5% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

3 3 100.0% 0 83.5% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 2 66.7% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 1 将来的に導入を検討する。

将来的に導入を検討する。 28.6%

14.8% 44.4%

海水浴場 1 0 0.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 1

全国
プール 1 1 100.0% 0 40.7% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

4 2 50.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド3 60.0% 指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる 0
自治体クラウド 明治33年1月0日

指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれる

自治体クラウドへの移行時期

43.0% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 95.8% 96.2% 取組状況

0

31.6% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 5

ホームページ作成・運営 　 95.7% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 現状どおり 25.0% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 93.9% 96.9%

18.5% 3.7%
○ ○ ○ 0 ○ 0 0 ○

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 96.2% 91.2%

委託率
実施済 委託有 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 78.8% 68.3%

一般ごみ収集 　 100.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 ○ 現状どおり 87.2% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 95.7% 94.2%

業務改革効果 13.0% 25.9% 12.7%
案内・受付 　 81.3% 91.2% 取組状況

委託有

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

152277 新潟県 胎内市 都市　Ⅰ－０

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

68.8% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

指定管理者制度等の検討も必要と考えるが、大切な子供を預かり、住民と直接相対する施設で、且つ、学校と同等の位置にある重要
施設であるため、現時点においては町の責務により直営で運営すべきと考えるため。 11.6% 22.7%

（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 4 0 0.0% 直営で運営すべき施設であると考えるため、現時点においては指定管理者制度を導入
して運営する時期に無いと判断されるため。 4

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 3 0 0.0%
一つ目の施設は、町民の健診や相談業務を行う施設であり、保健師等の常駐が必要。
二つ目の施設は、常駐せず施設管理を委託している。三つ目の施設は、今年度から検
討。

3 町民の健診や相談業務を行う施設であり、専門職（保健師・管理栄養士）の常駐が必要なため。 43.9% 53.6%

75.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 22.2%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0% 採算が取れないため、導入するメリットがない。 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

主な利用が文化団体等の練習の場となっているとともに、対象施設が複合施設内の１室のみとなっている。使用料収入も見込めない
施設となっている。このため、指定管理者制度を使えばコスト増につながる。 58.8% 48.2%

文化会館 1 0 0.0% 調査段階のため 1 文化会館は文化芸術振興基本法に基づき、住民に身近な文化芸術活動の拠点施設となるが、近隣では直営での運営も少なくなってい
る。今後、指定管理も含めた検討が必要となるが、当面は直営で運営すべきと考えている。 15.6%

28.0%

公民館、市民会館 4 0 0.0% 直営とすべき施設であるため 2 公民館は、社会教育法に基づき、住民と密接に関わる事業を展開している。また、勤務する職員につい
ても教育委員会が任命することとなっている。よって、直営で運営すべき施設である。

5.3%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
3 0 0.0% 直営とすべき施設であるため 1 貴重な歴史資料等の展示物が多くある。また、利用者も限定的であることから、該当する施設は来館時のみの対応となっている。この

ことから、指定管理者制度の導入には馴染まず、直営で運営すべきと考えている。

公共性の高い社会教育施設として、また地域住民の教育水準を高める観点から、地域に精通した専門
司書の配置が不可欠であると考えている。

7.3% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 0 0.0% 公共性の高い社会教育施設として、また地域住民の教育水準を高
める観点から、当面は直営で運営すべきと考えている。

1

16.3%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 9.1% 22.0%

駐車場 0 0 0 21.5% 38.0%

公営住宅 1 1 100.0% 0 4.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 48.6% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 0 0 0 53.1% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

88.6% 87.8%

0 66.7% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 0 94.3% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 0

海水浴客の安全対策の一環として、海水浴場開設期間中は臨時職員（連絡員）を配置しているが、今後
は指定管理を含めた検討が必要であると考えるが当面は現状のまま。

0.0%

35.9% 34.4%

海水浴場 2 0 0.0% 現段階では、指定管理者導入を行う予定がないため 2

全国
プール 1 0 0.0% 施設自体が休止中 0 23.1% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

8 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド1 50.0% 調査段階のため 1 ○
自治体クラウド 平成24年度

調査段階のため

自治体クラウドへの移行時期

指定管理への移行も視野に入れ、施設の管理・運営、住民サービス、コスト等を総合的に調査する段階
にきているが、当面は直営で運営すべきと考えている。

28.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 100.0% 96.2% 取組状況

3

指定管理への移行も視野に入れ、施設の管理・運営、住民サービス、コスト等を総合的に調査する段階
にきているが、当面は直営で運営すべきと考えている。

25.0% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 2

ホームページ作成・運営 　 98.2% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 93.3% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 　 35.0% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 93.3% 96.9%

15.6% 0.0%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 89.8% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 57.6% 68.3%

一般ごみ収集 　 98.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 ○ 町長車及びスクールバスの運転手を専任職員が行っており、外部へ委託する予定なし。 86.5% 88.1%

し尿収集 　 97.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 90.9% 94.2%

業務改革効果 6.3% 18.8% 12.7%
案内・受付 　 83.3% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

153079 新潟県 聖籠町 町村　Ⅲ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

84.7% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 6.7% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 0 0 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 1 0 0.0% 0 31.0% 53.6%

60.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 66.7%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

61.5% 48.2%

文化会館 1 0 0.0% 1 議会でも議論の対象となっており、今後、指定管理者導入を検討していく 30.0%

28.0%

公民館、市民会館 3 0 0.0% 0 9.0%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
1 0 0.0% 1 隣理に文化会館があるので、同様に指定管理者導入を検討していく

5.6% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 0 0 0

10.7%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 9.5% 22.0%

駐車場 0 0 検討が進んでいない 0 16.1% 38.0%

公営住宅 7 0 0.0% 0 5.2% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 66.7% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 23.7% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 83.3% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 1 0 0.0% 0 67.3% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

93.2% 87.8%

0 75.0% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 69.6% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

0.0%

38.9% 43.1%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 0 0 0 25.5% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

2 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 検討が進んでいない 0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

検討が進んでいない

自治体クラウドへの移行時期

21.5% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 100.0% 96.2% 取組状況

0

9.1% 39.2%

単独クラウド 平成25年度
体育館 1

ホームページ作成・運営 　 98.1% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 98.6% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 98.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 役場職員OBの再就職、退職者不補充 24.2% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 98.3% 96.9%

12.5% 0.0%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 88.1% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 61.1% 68.3%

一般ごみ収集 　 98.3% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 92.0% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 100.0% 94.2%

業務改革効果 2.8% 5.6% 12.7%
案内・受付 　 33.3% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 96.6% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 98.2% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

153427 新潟県 弥彦村 町村　Ⅱ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

68.8% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 11.6% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 0 0 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 4 1 25.0% 指定管理者制度を使うことで、コスト増が見込まれるため。 2 指定管理者制度を使うことで、コスト増が見込まれるため。 43.9% 53.6%

75.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 22.2%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

58.8% 48.2%

文化会館 0 0 0 15.6%

28.0%

公民館、市民会館 1 0 0.0% 公民館内に社会教育施設部門を配置しており、職員が公
民館に関する業務を兼務しているため。

1 公民館内に社会教育施設部門を配置しており、職員が公民館に関する業務を兼務しているため。 5.3%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
0 0 0

7.3% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 0 0 0

16.3%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 9.1% 22.0%

駐車場 0 0 0 21.5% 38.0%

公営住宅 0 0 0 4.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 1 1 100.0% 0 48.6% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 0 0 0 53.1% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

88.6% 87.8%

0 66.7% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 94.3% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

0.0%

35.9% 34.4%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 0 0 0 23.1% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

4 1 25.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 建物も老朽化し、使用頻度も多くない状況から、指定管理
者制度を導入することでコスト増が見込まれるため

0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

小規模な施設が点在しており、特別な管理をしている施設ではないことから、
指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため。

自治体クラウドへの移行時期

28.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 100.0% 96.2% 取組状況

0

25.0% 39.2%

単独クラウド 平成24年度
体育館 1

ホームページ作成・運営 　 98.2% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 93.3% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 　 35.0% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 93.3% 96.9%

15.6% 0.0%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 89.8% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ ＰＦＩを検討 57.6% 68.3%

一般ごみ収集 　 98.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 ○ 当面、現状の体制を維持 86.5% 88.1%

し尿収集 　 97.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 90.9% 94.2%

業務改革効果 6.3% 18.8% 12.7%
案内・受付 　 83.3% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置済 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

153613 新潟県 田上町 町村　Ⅲ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

68.8% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 11.6% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 4 0 0.0% 指定管理料が高額と考えられるため。 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 1 1 100.0% 0 43.9% 53.6%

75.0% 74.2%

介護支援センター 1 0 0.0% 指定管理料が高額と考えられるため。 0 22.2%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

58.8% 48.2%

文化会館 1 0 0.0% 指定管理料が高額と考えられるため。 0 15.6%

28.0%

公民館、市民会館 2 2 100.0% 指定管理料が高額と考えられるため。 0 5.3%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
2 0 0.0% 指定管理料が高額と考えられるため。 0

7.3% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 0 0 0

16.3%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 指定管理料が高額と考えられるため。 0 9.1% 22.0%

駐車場 2 0 0.0% 指定管理料が高額と考えられるため。 0 21.5% 38.0%

公営住宅 12 0 0.0% 直営で実施すべき施設と捉えている 0 4.8% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 48.6% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 3 3 100.0% 0 53.1% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

88.6% 87.8%

0 66.7% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

3 3 100.0% 0 94.3% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 3 100.0% 0

0.0%

68.8% 34.4%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 4 0 0.0% 指定管理料が高額と考えられるため。 0 23.1% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

6 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 指定管理料が高額と考えられるため。 0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

指定管理料が高額と考えられるため。

自治体クラウドへの移行時期

28.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 100.0% 96.2% 取組状況

0

25.0% 39.2%

単独クラウド 平成28年度
体育館 13

ホームページ作成・運営 　 98.2% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 93.3% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 　 35.0% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 93.3% 96.9%

15.6% 0.0%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 89.8% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 57.6% 68.3%

一般ごみ収集 　 98.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 86.5% 88.1%

し尿収集 　 97.7% 97.9%

22.4%
電話交換 　 90.9% 94.2%

業務改革効果 6.3% 18.8% 12.7%
案内・受付 　 83.3% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

153851 新潟県 阿賀町 町村　Ⅲ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

85.0% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 3.4% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 0 0 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 1 1 100.0% 0 38.6% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 70.6%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

98.3% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

70.0% 48.2%

文化会館 0 0 0 0.0%

28.0%

公民館、市民会館 2 0 0.0% 左記のとおり 2 中央公民館については教育課の事務室、海岸公民館については出張所を兼ねているため、職員が常
駐している。

6.0%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
1 0 0.0% 左記のとおり 1 指定管理者制度の導入は難しいことから、臨時・非常勤職員で対応し、しばらくは現状維持とする。

図書館は、出張所と兼ねているため、窓口業務を兼務する臨時職員を配置している。 12.5% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 0 0.0% 左記のとおり 1

10.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 0.0% 22.0%

駐車場 11 0 0.0% 左記のとおり 0 11.5% 38.0%

公営住宅 7 0 0.0% 左記のとおり 0 0.0% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 100.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 11.1% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 44.4% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 0 0 0 53.8% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

87.5% 87.8%

0 60.9% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 78.8% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

0.0%

31.7% 35.0%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 1 0 0.0% 左記のとおり 1 夏季のみ（7月中旬から8月末）の施設であり、臨時職員等で対応しており、しばらくは現状維持である。 8.3% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

5 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 左記のとおり 1 ○
自治体クラウド 平成24年度

左記のとおり

自治体クラウドへの移行時期

6.9% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 100.0% 96.2% 取組状況

0

教育課の事務室を兼ねており、職員の勤務時間外については、非常勤職員で対応している。指定管理
者制度の導入は困難なため、しばらくは現状維持である。

6.3% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 1

ホームページ作成・運営 　 100.0% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 　 20.0% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 90.5% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 93.5% 96.9%

16.7% 0.0%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 78.9% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ しばらくは現状維持であるが、委託も考慮しながら新たな体制について検討を進める。 50.0% 68.3%

一般ごみ収集 　 100.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 78.1% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 100.0% 94.2%

業務改革効果 5.0% 10.0% 12.7%
案内・受付 　 100.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

154059 新潟県 出雲崎町 町村　Ⅰ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

85.7% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 12.0% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 1 1 100.0% 0

作成済 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成30年度

50.5%

福祉・保健センター 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設である。 1 直営で運営すべき施設である。 35.9% 53.6%

0.0% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 40.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

50.0% 48.2%

文化会館 0 0 0 0.0%

28.0%

公民館、市民会館 1 0 0.0% 指定管理者制度導入に向けて検討中。 1 指定管理者制度導入に向けて検討中。 32.5%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
1 1 100.0% 0

4.3% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 0 0 0

35.1%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 14.8% 22.0%

駐車場 1 0 0.0% 指定管理料が少額になるため応募が見込めない。 0 13.2% 38.0%

公営住宅 3 0 0.0% 直営で管理すべき施設である。 0 0.0% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 100.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 28.6% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 66.7% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 1 1 100.0% 0 57.1% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

91.2% 87.8%

0 80.0% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

5 5 100.0% 0 46.8% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

8.8%

41.3% 33.3%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 1 1 100.0% 0 22.2% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

3 3 100.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド1 100.0% 0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

自治体クラウドへの移行時期

28.0% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 100.0% 96.2% 取組状況

0

24.5% 39.2%

単独クラウド 平成23年度
体育館 1

ホームページ作成・運営 　 100.0% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 98.4% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 　 44.1% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 91.5% 96.9%

19.0% 0.0%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 72.2% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 41.5% 68.3%

一般ごみ収集 　 88.7% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 91.4% 88.1%

し尿収集 　 97.8% 97.9%

22.4%
電話交換 　 83.3% 94.2%

業務改革効果 6.3% 6.3% 12.7%
案内・受付 　 75.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

154610 新潟県 湯沢町 町村　Ⅱ－２

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

55.6% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 10.0% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 0 0 0

作成済 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成30年度

50.5%

福祉・保健センター 2 1 50.0% 直営で運営すべき施設のため 0 46.8% 53.6%

66.7% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 54.5%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

22.2% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

50.0% 48.2%

文化会館 0 0 0 33.3%

28.0%

公民館、市民会館 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 1 公民館は、生涯学習の中核として機能し、生涯学習推進の観点から職員を常駐している。 30.7%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
1 0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 1 施設の性格上、職員常駐の必要があると考えている

0.0% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 0 0 0

0.0%

大規模霊園、斎場等 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 0 0.0% 22.0%

駐車場 15 10 66.7% 指定管理者制度導入によりコスト増が見込まれるため 0 0.0% 38.0%

公営住宅 10 0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 0 0.0% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 0.0% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0.0% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 0 0 0 0.0% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

75.0% 87.8%

0 0.0% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 0 62.5% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

4 1 25.0% 未検討のため 0

0.0%

22.2% 55.6%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 0 0 0 29.4% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

1 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

直営で運営すべき施設のため

自治体クラウドへの移行時期

27.5% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 94.7% 96.2% 取組状況

0

13.5% 39.2%

単独クラウド 平成25年度
体育館 1

ホームページ作成・運営 　 96.4% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 現状維持 33.3% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 100.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 100.0% 96.9%

8.3% 0.0%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 100.0% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 現状維持 68.0% 68.3%

一般ごみ収集 　 96.7% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 88.9% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 100.0% 94.2%

業務改革効果 8.3% 2.8% 12.7%
案内・受付 　 100.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 96.8% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

154822 新潟県 津南町 町村　Ⅲ－０

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

85.0% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 3.4% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 0 0 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 1 0 0.0% 0 38.6% 53.6%

85.7% 74.2%

介護支援センター 1 1 100.0% 0 70.6%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 0

98.3% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

70.0% 48.2%

文化会館 0 0 0 0.0%

28.0%

公民館、市民会館 1 1 100.0% 0 6.0%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
0 0 0

12.5% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 1 1 100.0% 0

10.0%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 0.0% 22.0%

駐車場 0 0 0 11.5% 38.0%

公営住宅 8 0 0.0% 0 0.0% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 100.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 11.1% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 44.4% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 0 0 0 53.8% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

87.5% 87.8%

0 60.9% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 78.8% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

0.0%

31.7% 35.0%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 1 1 100.0% 0 8.3% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

2 2 100.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド2 100.0% 0 ○
自治体クラウド 明治33年1月0日

自治体クラウドへの移行時期

6.9% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 100.0% 96.2% 取組状況

0

6.3% 39.2%

単独クラウド 平成25年度
体育館 2

ホームページ作成・運営 　 100.0% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 100.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 　 20.0% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 90.5% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 93.5% 96.9%

16.7% 0.0%
○ 0 ○ 0 ○ 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 78.9% 91.2%

委託率
実施済 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 50.0% 68.3%

一般ごみ収集 　 100.0% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 78.1% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 100.0% 94.2%

業務改革効果 5.0% 10.0% 12.7%
案内・受付 　 100.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

155047 新潟県 刈羽村 町村　Ⅰ－１

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

83.2% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 18.5% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 1

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 1 1 100.0% 0 26.0% 53.6%

45.5% 74.2%

介護支援センター 0 0 0 25.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

100.0% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

30.6% 48.2%

文化会館 0 0 0 18.5%

28.0%

公民館、市民会館 1 0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 1 公民館は、教育課の事務室を兼ねており職員が常駐しているため、指定管理は導入しない。 20.1%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
1 0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 1

9.2% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 0 0 0

8.7%

大規模霊園、斎場等 4 0 0.0% 指定管理料が少額になり応募が見込めないため 0 9.3% 22.0%

駐車場 3 3 100.0% 0 7.5% 38.0%

公営住宅 90 0 0.0% 今後検討 0 0.0% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 33.3% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 87.5% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 2 2 100.0% 0 45.9% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

84.4% 87.8%

0 0.0% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 100.0% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

35.7%

36.4% 25.2%

海水浴場 0 0 0

全国
プール 3 0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 0 17.1% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

3 0 0.0%

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0.0% 直営で運営すべき施設のため 1 ○
自治体クラウド 平成24年度

直営で運営すべき施設のため

自治体クラウドへの移行時期

17.1% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 94.7% 96.2% 取組状況

0

教育課の事務室を兼ねており、職員の勤務時間外については、非常勤職員で対応している。指定管理
者制度の導入は困難なため、しばらくは現状維持である。

14.3% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 1

ホームページ作成・運営 　 94.0% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 99.0% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 100.0% 98.8%

0在宅配食サービス 　 100.0%

学校用務員事務 ○ 現状どおり 42.1% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 　 98.0% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 95.3% 96.9%

9.3% 0.0%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 86.1% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） ○ 委託を検討中 55.0% 68.3%

一般ごみ収集 　 95.2% 96.9%
実施状況

公用車運転 ○ 正職員と臨時職員での対応を継続 86.1% 88.1%

し尿収集 　 98.6% 97.9%

22.4%
電話交換 　 83.3% 94.2%

業務改革効果 9.3% 6.5% 12.7%
案内・受付 　 60.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 100.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 100.0% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

155811 新潟県 関川村 町村　Ⅱ－０

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）



【参考】

【参考】

【参考】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

【参考】

【参考】

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

【参考】

88.4% 82.8% （注２）「作成済」の※印は、平成29年度決算から取引の都度、伝票単位ごとに仕訳を行う方法（日々仕訳）により平成30年度中
に財務書類の作成を行う団体

0 5.7% 22.7%
（注１）統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されて
いるが、当該調査の基準日はその初年度の開始時点である。類似団体 全国（市区町村分）

作成割合 作成割合

児童クラブ、学童館等 0 0 0

作成済 ○ 作成予定 作成完了予定年度

50.5%

福祉・保健センター 1 0 0.0% 指定管理を行ったことのある実績のある民間会社等がな
い。

0 30.1% 53.6%

58.8% 74.2%

介護支援センター 1 1 100.0% 0 48.5%

特別養護老人ホーム 0 0 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

0 0 0

98.6% 99.6%

22.2%
類似団体 全国（市区町村分）
策定割合 策定割合

54.8% 48.2%

文化会館 0 0 0 19.2%

28.0%

公民館、市民会館 1 0 0.0% 指定管理を行ったことのある実績のある民間会社等がな
い。

0 27.2%

51.1%

策定予定時期
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
0 0 0

0.0% 18.4% 策定済 ○ 策定予定図書館 0 0 0

16.2%

大規模霊園、斎場等 0 0 0 13.9% 22.0%

駐車場 3 0 0.0% 指定管理を行ったことのある実績のある民間会社等がな
い。

0 5.7% 38.0%

公営住宅 13 0 0.0% 指定管理を行ったことのある実績のある民間会社等がな
い。

0 0.0% 13.8%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0.0% 48.5%

未実施 0 0

大規模公園 0 0 0 48.3% 41.7%

展示場施設、見本市施設 0 0 0 57.1% 63.6%

検討状況
キャンプ場等 3 0 0.0% 指定管理を行ったことのある実績のある民間会社等がな

い。
0 44.3% 58.7%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0

13.2%

82.8% 87.8%

0 61.5% 74.1%

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 0 0.0% 指定管理を行ったことのある実績のある民間会社等がな
い。

0 67.0% 76.3%

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0

12.5%

27.2% 45.6%

海水浴場 4 0 0.0% 指定管理を行ったことのある実績のある民間会社等がな
い。

0

全国
プール 0 0 0 16.3% 49.1%

競技場
（野球場、テニスコート等）

0 0

明治33年1月0日
23.6%

類型 実施予定時期 自治体
クラウド

単独
クラウド

実施予定
自治体クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日
38.3%

実施率（類似団体）
公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 前年度以降、導入が進んでいない理由
自治体職員
常駐施設数

自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 類似団体
委託率 自治体

クラウド
単独

クラウド0 0 ○
自治体クラウド 平成20年度

自治体クラウドへの移行時期

17.5% 46.9%

業務改革効果

※平成30年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】 類型 実施時期
全国(市区町村分）

委託率

実施済

調査・集計 　 94.3% 96.2% 取組状況

0

11.1% 39.2%

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 0

ホームページ作成・運営 　 100.0% 97.7% BPRの手法を用いた業務分析

99.9%

情報処理・庁内情報システム維持 　 99.3% 99.5%

ホームヘルパー派遣 　 96.2% 98.8%

0在宅配食サービス 　 99.0%

学校用務員事務 　 51.4% 35.1%
全国（市区町村分）

実施率 委託率
水道メーター検針 ○ 離島で委託が困難なので、「直営・専任」で実施。 96.4% 99.1%

27.2% 2.8%
道路維持補修・清掃等 　 96.6% 96.9%

19.0% 0.0%
0 0 0 0 0 0 0 0

財務会計
実施率

学校給食（運搬） 　 84.4% 91.2%

委託率
実施予定無し 委託予定無し 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生

委託状況 対象部局 対象業務
類似団体

学校給食（調理） 　 53.8% 68.3%

一般ごみ収集 ○ 委託を検討中。 95.3% 96.9%
実施状況

公用車運転 　 84.4% 88.1%

し尿収集 　 100.0% 97.9%

22.4%
電話交換 　 100.0% 94.2%

業務改革効果 6.8% 3.4% 12.7%
案内・受付 　 100.0% 91.2% 取組状況

委託予定無し

本庁舎の清掃 　 99.0% 99.7%

類似団体 全国（市区町村分）

設置率 委託率 実施率 委託率
本庁舎の夜間警備 　 98.1% 98.6% BPRの手法を用いた業務分析

窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 類似団体

委託率
全国(市区町村分）

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 － 委託状況

自治体コード 都道府県名 市区町村名 類似団体区分

155861 新潟県 粟島浦村 町村　Ⅰ－０

総合窓口の設置

(3)窓口業務

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成30年4月1日現在）
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